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受賞事例のその後

総務大臣賞

新小岩北地区ゼロメートル市街地協議会
（東京都葛飾区）

設 立 年

平成23年８月９日
団 体 構 成

団体概要に記載
所 在 地

東京都葛飾区西新小岩三丁目５番１号 
NPO ア！安全・快適街づくり内

連 絡 先

　E-mail： tegami@banktown.org

団 体 概 要
「新小岩北地区ゼロメートル市街地協議会」はNPOア！安全・快適街づくり、葛飾区、新小岩北地区連合町会、
ゼロメートル市街地研究会、日本都市計画家協会の５団体が連携し、「東京都の新しい公共支援事業」への応募を
契機に結成された。モデル事業選定を受け活動を開始し、現在もNPO、町会、葛飾区、学識経験者が協働しながら、
輪中会議の開催や小学校での出前授業、防災ボランティア部活動支援、防災研究開発などを進めている。
ゼロメートル地帯という地域特性を踏まえ、「地域が自ら水害に備える力」の向上を目指し、学びの場づくりや

防災技術の研究、行政との協働を積み重ねてきた。

受 賞 事 例 の 概 要 （ 受 賞 当 時 ）
葛飾区新小岩北地区は、地盤沈下により「広域ゼロメートル市街地」に位置する水害リスクの高い地域である。

この課題に対し、連合町会が主体となってNPO、大学、専門家と協働して大規模水害のリスクに備える取組を実施。
「葛飾区新小岩北地区ゼロメートル市街地協議会」を結成し、シンポジウム開催を通じて地域の防災意識向上とゼ
ロメートル地帯の課題・先進的取組の全国発信を行ったことが評価された。

新小岩ゼロメートル市街地における大規模水害対策へ
の取組み

受 賞 後 の 取 組
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「古井戸」除幕式

新日本風土記撮影風景

出前授業

輪中会議
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「当時・現在・そしてこれから� ——— 受賞団体インタビュー」
インタビュアー：明治大学理工学部建築学科 教授　山本 俊哉 委員

受 賞 の 反 響

QQ 防災まちづくり大賞を受賞されてから、その後の活動の広がりや、周囲からの反響はいかがでしょうか？防災まちづくり大賞を受賞されてから、その後の活動の広がりや、周囲からの反響はいかがでしょうか？

AA
受賞を通じて、国や東京都、葛飾区から一定の評価を得るとともに、地域の誇りとしての意識が高まりま
した。現在も、ゼロメートル地帯という共通課題に向き合う場として「輪中会議」を継続し、住民・行政・
専門家が一体となった議論を重ねています。特に受賞後は、医師会やケアマネジャーなど医療・福祉関係
者との連携が進み、災害時の医療継続について具体的に話し合える関係が築かれました。さらに、地域産
業とも連携し、防災資機材を訓練に取り入れるなど、多方面から防災力を高める取組が広がっています。

現 在 の 課 題

QQ 活動を継続される中で、現在直面している課題などはありますか？活動を継続される中で、現在直面している課題などはありますか？

AA

最大の課題は、大規模水害時における広域避難の実効性です。荒川と江戸川に囲まれた地域特性から、約
7万人の住民を安全な地域へどのように避難させるかが大きな課題となっています。また、在宅で医療や
介護を受けている方々への対応も深刻で、個別避難計画の実行段階における人手不足が指摘されています。
加えて、活動の長期化に伴い、担い手の固定化や次世代人材の確保といった組織の持続性も課題となって
います。

今 後 の 展 望

QQ 防災まちづくり大賞 30 回という大きな節目を控え、これからの展望をお聞かせください。防災まちづくり大賞 30 回という大きな節目を控え、これからの展望をお聞かせください。

AA
今後は、地域防災と地域包括ケアをより一体的に進め、平時から医療・介護・住民の顔の見える関係を強
化していきたいと考えています。「輪中会議」を活用し、避難経路の確認や福祉避難所の運用など、実効
性の高い行動計画を具体化していきます。ゼロメートル地帯という条件の中で、住民同士が支え合い、安
心して暮らせる地域づくりを粘り強く続けていくことが目標です。

【 選 定 委 員 か ら 】
東京の江東ゼロメートル地域は、大雨や高潮などで大規模水害になると、２階建ての建物も水没し、１〜 2週間
浸水が継続する。そのため、各行政機関が対策を強化し、広域避難を広報するとともに、「高台まちづくり」など避
難場所の確保を推進している。
今では、こうしたことが重要な防災まちづくりの課題として広く認知されているものの、この協議会が設立され
たころ（平成 23年８月）は大規模水害までは及んでいなかった。ましてや同会の起点になった「NPOア！安全・
快適街づくり」が設立された当初（平成 14年 10月）は、都市防災の研究者の間でもあまり重要視されていなかった。
こうした中、同NPOを中心に、新小岩北地区の町会や葛飾区の担当課、そして都市防災の学識経験者らが連携して、
勉強会やシンポジウムを重ねて関係者の意識を喚起してきた。つまり、この協議会のレガシーは、20年以上に及ぶ
地道な活動がベースにある。
この協議会の設立後は、さらに活動の裾野を広げ、小中学校への「出前授業」を 10年以上続けている。中学校の
部活動を支援しながら、地盤沈下の生き証人の「古井戸」を未来につなぐ会を催し、実際に登録有形文化財につなげた。
河川氾濫時の浸水深などを可視化して伝える防災アプリ「天サイ！まなぶくん」は防災まちづくり大賞受賞を契機
に機能改良を進め、他地域にも展開されている。さらには、令和元年にまとめた浸水対応型市街地構想は先駆的で、
令和 5年には葛飾区都市計画マスタープランに反映されている。
こうした活動の広がりと深化は、「輪中会議」という地域・学校・企業・行政など様々な団体が提案を持ち寄り、「地
域の未来を語る会」として毎年開催し、継続してきたことが大きい。「出前授業」は毎年 10回以上に及び、今では
かつての生徒が教える側に成長している。浸水対応型市街地構想の具体化は言葉で言うほど容易ではないが、この
協議会のような地道な「共助」と「未来語り」の積み重ねが鍵を握っている。
� 明治大学理工学部建築学科 教授　山本 俊哉 委員
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受賞事例のその後

総務大臣賞

豊橋障害者（児）団体連合協議会
（愛知県豊橋市）

設 立 年

平成13年6月
団 体 構 成

約 800 人
所 在 地

愛知県豊橋市東新町 15 さくらピア内
連 絡 先

　TEL：
E-mail：

0532-53-3153
sakurapia@hosyoren.jp

団 体 概 要
豊橋障害者 ( 児 ) 団体連合協議会 ( 豊障連 ) は、地域に暮らす障害者の福祉向上を目的として平成
13年に結成され、豊橋市内の６つの障害者団体で構成されている。平成 21年度からは、豊橋市障
害者福祉会館「さくらピア」の指定管理者として運営を担ってきた。
同年度より実施している「さくらピア避難所体験」は、障害当事者が主体となって避難所運営を考
える先駆的な取り組みである。２日間の実践型訓練では、障害種別ごとの話し合い、夜間訓練、体
育館宿泊体験を通して、災害時の具体的な困難や必要な配慮を可視化してきた。障害当事者・市民・
関係機関がともに学び合う場をつくり、「障害者の防災を地域で考える」きっかけを提供している。
現在は、９月に実施する「防災タイム」（２週間・毎日３回の避難訓練）や、日常に防災視点を取
り入れる「減災学習」、３月の「３.11 を忘れない集い」など、年間を通じた啓発活動を継続している。
ＨＰ　https://hosyoren.jp/sakurapia/
防災特集ページ https://hosyoren.jp/sakurapia/hinan-sp.html

受 賞 事 例 の 概 要 （ 受 賞 当 時 ）
「さくらピア」は年間５万人程度が利用する公共施設であり、福祉避難所に指定されていたが、当
時は具体的な運営体制が十分に整備されていなかった。この課題を受け、豊障連は障害当事者が実
際に一夜を過ごす宿泊体験をはじめ、意見交換会、パッククッキング、防災クイズ、スタンプラリー、
被災者体験談の共有など、楽しみながら学べる工夫を凝らした避難所体験を毎年実施した。
４年間の活動は冊子としてまとめられ、市民や関係者へ広く配布された。これにより「福祉避難所
をどう運営するか」という課題を社会に示すとともに、防災意識の向上と障害理解の推進に大きく
寄与したことが評価された。

さくらピア避難所体験～障害者の防災を考える取組み～

受 賞 後 の 取 組
受賞後も豊障連は活動を深化させ、毎年工夫を重ねたプログラムを実施してきた。平成 26年以降
は、消防団講演や防災ラジオドラマ制作、避難所開設レイアウト実習、防災レクリエーション、防
災体験など、多様なテーマの学びを展開。薬、トイレ、地域助け合い、河川、防災と教育、ソロキャ
ンプの知恵、スマホ活用など、生活に密着した講演も充実してきた。また、平成 25年度より毎年３
月には「３.11 を忘れない集い」を開催し、震災の記憶を地域で共有している。
平成 28年度から開始した「防災タイム」では、日常の中で避難行動を習慣化する実践を行い、親
子で学ぶ「親子防災」も継続している。コロナ禍を契機に分散避難の視点を取り入れた減災学習に
も取り組み、より身近で実践的な防災教育を進めている。
こうした継続的な活動を通じ、豊障連は「当事者主体の防災」を地域に根づかせ、多様な人が安心
して暮らせるまちづくりに貢献している。

13
第18回
平成25年度

減災学習（口腔ケア指導）

避難所体験（食育防災）

親子防災（視覚障害者体験）

防災タイム（避難所確認）
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「当時・現在・そしてこれから� ——— 受賞団体インタビュー」
インタビュアー：東北大学災害科学国際研究所 准教授　佐藤 翔輔 委員

受 賞 の 反 響

QQ 防災まちづくり大賞や内閣総理大臣賞など、立て続けに大きな賞を受賞されましたが、その後の反響や周防災まちづくり大賞や内閣総理大臣賞など、立て続けに大きな賞を受賞されましたが、その後の反響や周
囲の変化はいかがでしたか？囲の変化はいかがでしたか？

AA
受賞を通じて、活動が公的に認められたという安心感と自信が生まれました。これまで記録として残して
きた冊子や DVDが「確かな実績」として評価され、外部からの理解や協力も広がっています。防災ラジ
オドラマや漫画などの啓発ツールは、金融機関や病院、学校などにも設置・配布され、地域連携を進める
上で大きな後押しとなりました。

現 在 の 課 題

QQ 長年活動を継続される中で、現在、特に課題と感じていらっしゃることは何でしょうか長年活動を継続される中で、現在、特に課題と感じていらっしゃることは何でしょうか

AA
課題の一つは、施設の老朽化などハード面の問題です。加えて、防災意識の温度差も大きな課題となって
います。障害当事者や家族は日常生活や介護に追われ、防災が後回しになりがちなため、関心の有無に関
わらず、いかに日常の延長で防災を自分事として捉えてもらうかが問われています。

今 後 の 展 望

QQ 今後はどのような方向性で活動を広げていきたいとお考えですか？今後はどのような方向性で活動を広げていきたいとお考えですか？

AA
「日常の中に防災を組み込む」取組を今後も大切にしていきます。施設内で自然と参加できる防災タイムを
継続するとともに、デジタル技術の活用や多職種との連携を進め、災害時に役立つ知恵を身近に伝えていき
ます。指定管理者として、利用者一人ひとりの命を守る意識を、地道に高め続けていきたいと考えています。

【 選 定 委 員 か ら 】
同協議会は受賞してもなお、活動内容が進化している。
受賞までの時点では、「豊橋市障害者福祉会館（さくらピア）」で「さくらピア避難所体験」として、実際に一夜
を過ごすなどの障害当事者主体による実践的訓練を実施したことが主な受賞内容であった。平成 26年以降は、避
難所体験を継続するとともに、防災ラジオドラマ作成、防災運動会、親子防災（親子で障害理解と防災を楽しく学
ぶ講座）など、毎年のように新たな取り組みが行われ、活動のアップデートが行われている。
なかでも最も特筆すべき取り組みは、平成 28年から始まった全国的にも類のない「防災タイム」である。 同施
設の防災タイムとは、2週間ほどの期間を設けて、毎日 3回、1回当たり 15分、活動中の利用者が各部屋（陶芸、
フラダンス、手話、障害者テニスなどのサークル）から避難訓練をするというものである。一般的な避難訓練は、
年に 1～ 2日、ある時間に 1回行われる。このような一般的な形式である場合、施設の利用形態上「1回しか開催
されない時間帯にいない利用者」は訓練の参加経験を逃すことになる。それに対して、同施設の防災タイムは、2
週間ものあいだ 1日 3回行うことによって、施設利用者の全員が避難訓練を体験することができるという優れた取
り組みとなっている。これにより、防災活動が利用者一人一人の日常活動のなかに取り込まれるようになっている。
また、日々の活動内容が記録として蓄積されている点にも注目すべきである。同協議会が行ってきたほぼすべて
の防災活動は報告書として文書化されたほか、活動に使用した印刷物や報道記事などもファイリングしてアーカイ
ブされている。これらのアーカイブは、施設内の玄関ホールに「さくらピア防災取組紹介」というコーナーで閲覧
できるようになっている。同協議会が行っている優れた取り組みの記録を外部の人でも、すぐにアクセスできるよ
うになっていることは、活動内容の波及に貢献している。
� 東北大学災害科学国際研究所 准教授　佐藤 翔輔 委員
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受賞事例のその後

消防庁長官賞

片上地区支え合い実行委員会
（岡山県備前市）

設 立 年

平成24年11月
団 体 構 成

20 人
所 在 地

岡山県備前市東片上 924-4
連 絡 先

　TEL：
E-mail：

090-8850-1360
hashimoto1411@room.ocn.ne.jp

団 体 概 要
瀬戸内海国立公園に面し、岡山県備前市の中心に位置する片上地区。住民が安全・安心に暮らし
ていくために「知り合い・ふれあい・支えあい・愛があふれる片上のまち」を合い言葉に、自治会、
NPO法人東備、備前市まちづくり、備前市社会福祉協議会、愛媛地域福祉研究会、片上地区消防団、
有識者の 7 団体がタッグを組み福祉・防災活動に取り組んでいる。

受 賞 事 例 の 概 要 （ 受 賞 当 時 ）
日頃からの地域の付き合い・支え合いを基本に、防災意識の高揚、地域の高齢者等災害時要援護者
の把握、地元消防本部と連携した防災リーダー研修会を開催し、自主防災組織の役割などの講座を
はじめ、放水、簡易担架づくりなどの実施訓練を実施している。活動の経験が市内の他の地区へと
広がりを見せ、本年度の防災訓練は市域の 80％の地域で実施される見込みとなり、主動的な役割を
果たしている。

片上地区地域支え合い体制づくり事業

受 賞 後 の 取 組
第 18回防災まちづくり大賞消防庁長官賞の受賞を契機に、さらなる地域住民による支え合いを骨
幹として、幅を持たせた防災事業に取り組んだ。平成 24年に片上地区要支援者台帳としてスタート
させた声掛け名簿は平成 28年に更新。平成 30年西日本豪雨災害発生時、備前市に大雨特別警報は
発令されなかったものの、声掛けにより、避難希望者の避難は完了し、功を奏した。令和 4年にも
声掛け名簿を更新し、併せて世帯別名簿も作成。
そもそも片上地区は約 6割が土砂災害警戒区域に、約 1割が津波浸水想定区域に指定されており、
令和 6年には声掛け名簿を防災マップと紐づけ（声掛け名簿と防災マップのコラボレーション）、危
険度の高い住民も声掛け名簿の対象となるよう改善をし、併せて片上地区防災計画を作成した。
そして、防災意識の高揚・継続のため「防災学び塾」や「支えあいフォーラム」を定期的に開催す
ると共に防災訓練も継続して行っている。更に地域高齢化におけるつながりの強化として「認知症
サポーター養成講座」や「認知症見守り声掛け訓練」も実施していることが認められ、第 29回防災
まちづくり大賞日本防火・防災協会長賞の栄に浴することができた。
この活動をさらに継続していくために、引退・交代した区長にも防災活動に携わっていただきたく、
ＯＢ防災サポーター制度も立ち上げていきたい。

14
第18回
平成25年度

避難所開設訓練の様子

防災学び塾の様子 

支えあいフォーラムの様子

防災訓練の様子 
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「当時・現在・そしてこれから� ——— 受賞団体インタビュー」
インタビュアー：神戸学院大学現代社会学部 教授　舩木 伸江 委員

受 賞 の 反 響

QQ 防災まちづくり大賞などの受賞によって、地域や周囲にどのような変化や反響がありましたか？防災まちづくり大賞などの受賞によって、地域や周囲にどのような変化や反響がありましたか？

AA
これまで積み重ねてきた地道な活動が評価されたことで、住民一人ひとりに大きな自信と励みが生まれ、
地域全体の士気が高まりました。また、近隣自治体や市内他地区から、声かけ名簿の仕組みや運用に関す
る問い合わせが相次ぎ、取組が地域を越えて広がっています。こうした交流を通じて行政との信頼関係も
深まり、住民主導の防災体制が地域の標準として認められるようになったことを、大きな成果だと感じて
います。

現 在 の 課 題

QQ 10 年以上の活動を経て、現在どのような課題に直面していますか？10 年以上の活動を経て、現在どのような課題に直面していますか？

AA
最大の課題は、活動を企画・運営する担い手の不足と固定化です。加えて、コロナ禍により世代間交流が
一時的に分断されたことも影響しています。また、山沿いと海沿いで災害リスクが異なるという地域特性
から、危機感の共有に時間を要してきました。現在は一体感が生まれつつあるものの、避難所環境の改善
や事業所との連携など、解決すべき具体的な課題は残されています。

今 後 の 展 望

QQ これからの活動において、どのような目標や計画を立てていますか？これからの活動において、どのような目標や計画を立てていますか？

AA
今後は「声かけ名簿の充実」「支え合いサポーターの拡大」「世代継承と多様性の確保」の三つを柱に活動
を進めていきます。全戸アンケートによる情報更新に加え、一般住民や企業も含めた支援の輪を広げ、実
働力のある体制を強化します。また、女性や若い世代の参画を進め、防災を福祉や教育と結び付けながら、
誰一人取り残さない地域づくりを目指していきます。

【 選 定 委 員 か ら 】
片上地区の防災活動は、住民主体の丁寧な要望調査を基盤とし、地域の実情に寄り添いながら長年にわたり積み
重ねられてきた点に大きな価値がある。平成 26年に第 18回防災まちづくり大賞を受賞した後も活動は途切れるこ
となく深化し、10年以上を経て再び第 29回で受賞したことは、その継続性と実効性が確かな成果として結実した
証である。特に平成 30年の西日本豪雨では、避難希望者の確実な避難を実現し、その後は防災マップと声掛け名
簿を連動させる工夫を加えることで、支援者・要支援者双方が危険性を共有し、より迅速な避難行動につながる仕
組みを構築している。こうした改善の積み重ねは、地域の誰一人取り残さない体制づくりに直結している。
この長年の取り組みの背景には、地域の防災意識に火がついた重要な転換点がある。平成 24年、東日本大震災の
被災地・陸前高田を住民約 40名が訪れ、避難所で被災者と交流した経験である。町の規模や地形が片上地区と似
ていたこともあり、被災の現実を目の当たりにした住民は「自分たちの地域も決して他人事ではない」と深く実感
した。危険な場所に住んでいるが、住む場所は変えられない、変えたくない。だからこそ、人と人との関係を築き、
備えを重ねる必要があるという思いが共有された。災害が起きてからではネットワークはつくれない――その気づ
きが住民を動かし、帰郷後すぐに地域ぐるみの防災活動が始まったという。
このように、片上地区の取り組みは、被災地との出会いを契機に芽生えた住民の強い思いを起点に、10年以上に
わたり実践と改善を重ねてきた点にこそ真価がある。防災を通じて地域のつながりを育み、「知り合い・ふれあい・
支えあい・愛があふれる片上のまち」という理念を住民自身が体現してきた歩みは、地域福祉と防災を統合したま
ちづくりの先進的なモデルといえる。これまでの蓄積が確かな成果を生み出してきたように、今後も住民同士の関
係性を土台に、地域の実情に応じた新たな工夫や発展が続いていくことが期待される。
� 神戸学院大学現代社会学部 教授　舩木 伸江 委員
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受賞事例のその後

消防庁長官賞

イケあい地域災害学生ボランティアセ
ンター（高知県立大学防災サークル）

（高知県高知市）
設 立 年

平成23年
団 体 構 成

学生 30 人
所 在 地

高知市池 2751-1  高知県立大学内
連 絡 先

　TEL：
E-mail：

090-3782-6956
yamasaki.mikio@kni.biglobe.ne.jp

団 体 概 要
・構成：高知県立大学学生、看護、社会福祉、健康栄養からなる女「圧倒的な女子力」（ジェンダー視点）
が強み
・設立経緯：東日本大震災での復興支援活動を行った学生を中心に発足。南海トラフ地震で甚大な被
害が予想される高知県で学生として取り組めることを模索。学生が地域の一員として防災の課題に
向き合うことを目的に平成 23年 10月に結成された。
・特色・ＰＲ：学生ならではの自由な発想で、地域やＮＰＯと協働（コラボ）し、地域を変えるのは
「よそ者・若者・ばか者」をモットーに地域に主体的に関わっている。

受 賞 事 例 の 概 要 （ 受 賞 当 時 ）
同センターは、①地域防災への女性と若者の参画促進、②学生を “ 接着剤や潤滑油 ” として地域・
NPO・大学をつなぐ、仕組みづくりを目的に活動。大学には４学部があり、看護・福祉・栄養・女
性参画など学部特性を活かし、女性や子どもの視点を取り入れた避難所研修、学生の発想を生かし
た「未災地ツアー」などを実施。運動会での防災リレー提案、避難路整備、お祭り参加など、地域ニー
ズに沿った主体的な防災活動が評価された。

大学生が接着剤・潤滑油となったコラぼうさい（コラボ
レーション＋防災）

受 賞 後 の 取 組
１. コロナ禍の影響
コロナ禍以前は 70名超の部員がいたが、実習を抱える学部特性（看護・福祉）もあり活動が休止し、
引継ぎができず存続の危機に直面。

２.「未災地ツアー」と「イラスト使った避難所配置ワーク」
高知市観光協会の教育旅行プログラムとして紹介され、関西の中学校の修学旅行への防災まちある
き（津波の避難経路上のリスクチェックや津波避難タワーの見学など）や自分たちの学校の見取り
図を使用した避難所配置ワークを実施し受け入れを行っている（令和７年度は大阪・京都の２校）。

３. 高知市地域防災活動担い手支援事業を活用しての地域防災活動への協力
防災活動の担い手が不足する地域に大学生を派遣する仕組みを活用し、令和６年度は３地域の防
災イベントへの運営に協力。

４. 三里地域との連携
大学のある三里地域との連携を重視している。防災組織のみさと未来会議と共に、三里フェアな
ど地域防災ベントの運営を支援。

５. その他
昨年、輪島市での活動（災害ボランティアセンター、仮設住宅での支援）を２回行った。今年も
継続予定。

15
第19回
平成26年度

イラストを使った避難所配置研修（修学旅行生）

修学旅行生への未災地ツアー（教育旅行）

修学旅行生への未災地ツアー（教育旅行）

能登半島地震輪島市仮設住宅での支援活動
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「当時・現在・そしてこれから� ——— 受賞団体インタビュー」
インタビュアー：一般財団法人日本防火・防災協会 理事長　髙尾 和彦 委員

受 賞 の 反 響

QQ 防災まちづくり大賞を受賞されてから、これまでの活動の広がりや反響はいかがでしょうか？防災まちづくり大賞を受賞されてから、これまでの活動の広がりや反響はいかがでしょうか？

AA
受賞対象となった「未災地ツアー」や「イラストを使った避難所配置ワーク」は、高知市の教育旅行プロ
グラムに採用され、県外の中学生向け防災教育として定着しています。コロナ禍による中断を経て、現在
は受入れを再開しており、学生主体の取組が公的な教育の枠組みに取り入れられるという大きな反響があ
りました。また、防災士養成講座や人権啓発教材としても活用され、地域イベントへの参加を通じて、学
生が地域防災の担い手として認知されるようになっています。

現 在 の 課 題

QQ 活動を継続される中で、現在直面している課題などはありますか？活動を継続される中で、現在直面している課題などはありますか？

AA
最大の課題は、コロナ禍による活動の分断と引き継ぎの不全です。部員数の減少に加え、先輩世代が持っ
ていた運営ノウハウや地域との関係性が十分に継承されないまま卒業してしまったことが影響していま
す。また、学生サークル特有の事情として、学年が上がると実習等で多忙になり、短期間で世代交代を繰
り返さざるを得ない点も、組織の持続性における課題となっています。

今 後 の 展 望

QQ 防災まちづくり大賞 30 回という節目を控え、これからの展望をお聞かせください。防災まちづくり大賞 30 回という節目を控え、これからの展望をお聞かせください。

AA
今後は、地域とのつながりを再構築しつつ、被災地支援で得た経験を高知での防災活動に還元していきた
いと考えています。医療機関との連携による訓練参加など、学生ならではの専門性や柔軟な発想を活かし
た取組を強化していきます。また、「助け合い」「出会い」という団体の原点を大切にしながら、引き継ぎ
体制を整え、次の世代につながる地域密着型の活動を継続していくことを目指しています。

【 選 定 委 員 か ら 】
消防庁長官賞を受賞してから10 年あまりが経過し、途中、コロナ禍による活動の停滞もあったが、このサークルのコ
ラボレーション機能は健在で、意欲ある部員と指導者のもと現在も多様な取り組みを展開している。
主要事業であった「未災地ツアー」と「イラストを使った避難所配置ワーク」は、高知市観光協会の教育旅行のメニュー
として紹介されるようになり、今年は、大阪と京都の中学校２校が訪れ防災学習に活かされた。イラスト避難所ワークは、
市の防災士養成講座や県の人権啓発団体の研修教材としても活用された。また、高知市が防災活動の担い手として大学
生を派遣する「地域防災活動担い手支援事業」に参加し、防災イベントに出展するなどの支援もしているが、そこで得ら
れる謝金はサークル活動の貴重な財源となり自律的な運営を支えている。さらに、大学のある三里地域は、独自の防災
組織を設置するなど防災意識が高い地域で、11月に行われる防災イベントに部員が企画の段階から運営に参加するなど
連携を深めている。特筆されるのは令和６年の元日に大地震に見舞われた輪島市に赴き、実際に被災地に足を運び、被
災者と身近に接したことである。令和６年度は、２回にわたり災害ボランティアセンターや仮設住宅での支援活動に携わり、
令和７年９月の訪問の際は、最終日に豪雨災害に直面したとのことで、貴重な体験となったに違いない。
学年進行で部員が入れ替わるため、活動のノウハウや記録の継承が課題となっているとのことだが、多様な学生の参
加を得て新しい発想と実践につなげていくことが重要だ。この学生防災サークルの活動が、今後どのように発展し、地
域の絆と防災力の充実強化に貢献していくか、期待を持って見守りたい。
� 一般財団法人日本防火・防災協会 理事長　髙尾 和彦 委員
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受賞事例のその後

消防庁長官賞

伊良林小学校ホタルの会
（長崎県長崎市）

設 立 年

昭和58年５月
団 体 構 成

団体概要に記載
所 在 地

長崎県長崎市伊良林１丁目 10 番１号
連 絡 先

TEL：
　E-mail：

095-822-5135
e05@nagasaki-city.ed.jp

団 体 概 要
・昭和 57年に起きた長崎大水害の記憶の継承と犠牲者への慰霊のために、ホタルを育て、放流する
活動を 40年以上継続して行っている。
・伊良林小学校ホタルの会は、本校児童（主として５、６年生ホタル委員）、PTA会員（保護者・教職員）
及び地域住民によって構成される。
・児童にとって、ホタルは守り育てるものである。また、「ホタル」を通して、児童は、「生きとし
生けるものの命を大切にし、ともに生きていこうとする心」を育み、そのために、自分に何ができ
るか等を真剣に考え、学びを深めていく。

受 賞 事 例 の 概 要 （ 受 賞 当 時 ）
毎年５月にホタルを採集して産卵させ育てていく。５月末に小学校で「ホタル放遊会」を開催し、
水害の被害や防災の備え、環境の大切さ等を語り継ぐとともに、水害で亡くなられた人に思いを馳せ、
ホタルを放遊している。

1982長崎豪雨災害（7・23長崎大水害）を教訓に、ホタ
ルの飼育を通じ、児童・保護者に対する環境・防災教育

受 賞 後 の 取 組
・現在は、令和３年度に完成した新校舎の中庭にあるビオトープ（通称「ホタル池」）にホタルを飛
ばすことを目標に、ホタルの飼育及び整備を行っている。日々のお世話は、地域の方の協力を得な
がら、５，６年生のホタル委員会が中心となって担う。令和 7年度は、御手水川に 244 匹，ホタル
池に 56匹，計 300 匹のホタルを放流した。令和７年６月６日（金）、ホタル池にメスボタル１匹
を確認した。

・令和６年度より、九州電力送配電株式会社の協力のもと、「藻　バイバイ　プロジェクト」と称し
たホタル池の清掃活動を行っている（年間３回，第２回はホタル委員児童と共に実施）。

・長崎大水害の記憶の継承と犠牲者への慰霊を目的として行われていた「ホタル放遊会」は、令和５
年度より、総合的な学習の時間の一環として位置づけ、実施している。また、「ホタル」を通した
伊良林の学びを継承していけるよう、カリキュラムを整えている。

16
第20回
平成27年度

ホタルの幼虫

ホタル放流の様子（11 月）②

ホタル放流の様子（11 月）①

九州「川」のワークショップin 長崎での発表の様子
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「当時・現在・そしてこれから� ——— 受賞団体インタビュー」
インタビュアー：東北大学災害科学国際研究所 准教授　佐藤 翔輔 委員

受 賞 の 反 響

QQ 防災まちづくり大賞を受賞された後、反響や問い合わせはありましたか？防災まちづくり大賞を受賞された後、反響や問い合わせはありましたか？

AA
大きな反響を実感することは多くありませんでしたが、地元メディアからの取材などを通じて活動が紹介
されました。学校にも報告を行い、特別な変化というよりは、これまで通りの活動を着実に続けてきまし
た。ただ、メディアで取り上げられた経験は、子供たちにとって「自分たちにしかない誇り」として心に
残り、活動の支えになっています。

現 在 の 課 題

QQ 活動を継続する上での課題、特に記憶の継承についてはどうお考えですか？活動を継続する上での課題、特に記憶の継承についてはどうお考えですか？

AA
4 年生で学んだ地域の歴史を、5・6年生の活動の中でどのように深めていくかが課題です。子供たちは、
生き物を育てる楽しさと、防災として命を守る学びの間に立っています。その中で、活動の意味を理解し、
次の世代へ引き継いでいける人材を育てていくことが重要だと考えています。

今 後 の 展 望

QQ 現在の目標や、今後の取り組みについて教えてください。現在の目標や、今後の取り組みについて教えてください。

AA
令和 5年度からは「放遊会」を総合的な学習の時間に位置づけ、学年を越えて学びが循環する仕組みを整
えました。今後は、原爆や水害の慰霊碑を題材に、自然災害から命を守る防災・減災教育を年間を通して
深めていきたいと考えています。また、学校主体の取組を支える立場として、活動が円滑に継承される環
境づくりを進めていきます。

【 選 定 委 員 か ら 】
消防庁長官賞を受賞したのちに、伊良林小学校は改築され、令和３年度の新校舎完成とともに、中庭にあるビオトー
プ（通称「ホタル池」）が設置された。これまでの活動に加えて、このホタル池にホタルを飛ばすことを目標に、ホ
タルの飼育及び整備を行われている。このホタル池が設置されたことで、九州電力送配電株式会社との連携という
新たな活動展開も生まれた。同活動は、環境分野における CSR 活動の一環で、ホタル育成の活動においてホタル池
の清掃の支援が主に行われている。令和６年度からは参加児童が名称を考案した「藻 バイバイ プロジェクト」とし
て活動している。
本取り組みの最も着目すべき点は、活動開始から 40年以上も経過している点である。その背景には、キーパーソ
ンの継続的な世代交代がある。小学校側に活動の主軸があることを踏まえれば、担当教諭および児童は自然と入れ
替わっていく。このような状況に対して、ホタルの飼育活動を委員会活動に（ホタル委員会）、令和５年度からホタ
ル放遊会を総合的な学習の時間に、それぞれ位置づけるとともに、学校教育のなかでカリキュラム化している。活
動をサポートする地域住民のホタルの会でも、初代会長（創設者）の以降も継続的に交代している。以上のような
枠組みのなかで、活動の質の維持・向上だけでなく、持続可能性まで考慮された優れた活動になっている。
児童にとっては、ホタルの飼育活動は「生きとし生けるものの命を大切にし、ともに生きていこうとする心」を
育むものになっている。同時に学校教育のなかで活動の契機になった昭和57年長崎大水害のこと学ぶことによって、
改めて命の尊さや自分に何ができるかなどを真剣に考える学習過程になっており、環境教育・防災教育・地域連携
が組み合わさった奥深い取り組みとなっている。
� 東北大学災害科学国際研究所 准教授　佐藤 翔輔 委員
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受賞事例のその後

日本防火・防災協会長賞

荒川区立南千住第二中学校
レスキュー部
（東京都荒川区）

設 立 年

平成24年
団 体 構 成

約 280 名
所 在 地

東京都荒川区南千住 7-25-1
連 絡 先

　TEL：
FAX：

03-3891-8532
03-3801-9824

団 体 概 要
本部活動は、平成 23年 3 月 11 日の東日本大震災をきっかけに、防災意識の向上と社会貢献を目
的として設立され、現在は全校生徒の約 65％にあたる約 280 名が入部しており、生徒が災害時に地
域の力となれるよう、さまざまな防災活動やボランティア活動に取り組んでいる。特に、月に一度、
地域の高齢者の方々に学校だよりを届ける「絆ネットワーク活動」は、地域の方々との繋がりの一つ
である。活動の目的は、「災害時にお年寄りや体の不自由な方々を避難所まで誘導し、生活支援を行
うこと」である。円滑な支援を行うためには、日ごろから「顔見知り」になっておくことが大切と
考え、活動を行っている。喜んでくださる方も多いため、生徒たちにとってもやりがいを感じられる、
本校の看板のような活動となっている。

受 賞 事 例 の 概 要 （ 受 賞 当 時 ）
「絆ネットワーク」や地域行事への積極的な参加を通じ、地域との連携体制の構築。自助・共助の
意識向上、防災技能の習得を図りながら、ネットワーク・フットワーク・チームワークの “３つのワー
ク ”を柱に、月１回以上の訓練や地域貢献活動を展開したことが評価された。

中学校レスキュー部による地域との絆ネットワーク活動

受 賞 後 の 取 組
新型コロナウイルスの影響により活動は一部縮小したものの、「絆ネットワーク」は継続して実施。
月に一度、30軒程度の地域の高齢者の方々に学校だよりを届けている。地域の方々のご協力のもと、
今後も続けていきたいと考えている。新たに加わった活動として、荒川消防署、南千住警察署の方々
を招いた月１回の防災訓練を開始し、約 20名からなる選りすぐりの部員「スーパーレスキューメン
バー」が救助訓練や救命講習の受講など、専門的・実践的な技能の習得に励んでいる。加えて、レ
スキュー部員が園児の手を引いて避難誘導する保育園との合同避難訓練や学年ごとに煙体験や避難
所の設営を行う夏季防災訓練など、防災力向上と生徒の自主性を育む取り組みを続けている。「助け
られる人から助ける人へ」という気持ちが定着して、「優しさ」や「思いやり」の気持ちを行動に移
すことができる生徒が育っている。

17
第20回
平成27年度

夏季防災訓練での簡易テント組み立て

地域のボランティア参加 保育園合同避難訓練

災害をテーマにしたテーブルゲームの様子
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「当時・現在・そしてこれから� ——— 受賞団体インタビュー」
インタビュアー：消防庁国民保護・防災部防災課 課長　天利 和紀 委員

受 賞 の 反 響

QQ 防災まちづくり大賞を受賞されてから約 10 年が経ちますが、その後の活動の広がりや、周囲からの反響防災まちづくり大賞を受賞されてから約 10 年が経ちますが、その後の活動の広がりや、周囲からの反響
はいかがでしょうか？はいかがでしょうか？

AA
受賞後もマスコミからの関心は高く、現在もテレビや新聞などから取材依頼が続いています。本校をきっ
かけに始まった防災部の取組は、荒川区内すべての中学校へと広がり、地域全体の防災意識向上につなが
りました。さらに、入学前からレスキュー部を志望する児童や、卒業後も消防団やボランティアとして地
域で活躍する卒業生が生まれるなど、次世代の防災人材育成という成果を実感しています。

現 在 の 課 題

QQ 部員数が全校生徒の約 65％にのぼる大規模な組織を継続される中で、現在直面している課題などはあり部員数が全校生徒の約 65％にのぼる大規模な組織を継続される中で、現在直面している課題などはあり
ますか？ますか？

AA
最大の課題は、部員一人ひとりの防災意識をどのように高め、維持していくかという点です。部員数が多
い分、活動への関わり方に差が生じやすく、意識付けの工夫が求められています。また、コロナ禍や猛暑
の影響により、宿泊訓練や地域住民との交流活動が制限されていること、個人情報保護の観点から地域と
の情報共有が難しくなっている点も、活動継続上の課題となっています。

今 後 の 展 望

QQ 防災まちづくり大賞 30 回という節目を迎え、レスキュー部としてこれからどのような方向に発展させて防災まちづくり大賞 30 回という節目を迎え、レスキュー部としてこれからどのような方向に発展させて
いきたいとお考えでしょうか ?いきたいとお考えでしょうか ?

AA
今後は、防災活動を通じて「気づき、考え、実行する」という人として大切な姿勢を育む教育を、さらに
深めていきたいと考えています。消防署や警察署と連携した専門的な体験活動を充実させながら、生徒が
自ら判断し行動できる力を養います。地域に信頼され、いざという時に動ける若い担い手を育てる学校と
して、既存の枠にとらわれない新たな取組を続けていきたいです。

【 選 定 委 員 か ら 】
南千住第二中学校レスキュー部は、東日本大震災を契機に平成 24 年に設立され、平成 27 年度に日本防火・防
災協会長賞を受賞して 10年近く経過した現在でも、コロナ禍等の影響により活動内容の一部見直しを行いながら、
全校生徒の約 65％にあたる約 280 名が参加して、防災意識の向上と地域への貢献を通じて生徒の心を育てること
にもつながる活動が続けられている。
特に、大災害時に支援が必要となる高齢者と日常的に顔見知りとなることを目的として、月に一度、30軒程度の
地域の高齢者の方々に学校だよりを届ける「絆ネットワーク」は、受賞時から変わらず続けられており、学校の看
板のような活動となっている。また、約 20名からなる選りすぐりのスーパーレスキューメンバーにより、荒川消
防署や南千住警察署の協力を得て、救助訓練や救命講習の受講など、より専門的で実践的なスキルを身に付けるこ
とを目的とした月一回の防災訓練の取組も新たに始まっている。レスキュー部員が園児の手を引いて避難誘導する
保育園児避難誘導訓練や、学年ごとに避難所の設営訓練や煙体験等を行う夏季防災訓練などの活動も、生徒の自主
性を重んじながら行われている。
こうした取組は、荒川区内の全中学校に防災部が設立されるなど広がりがみられ、さらには、生徒の「人として
の成長」につながっていることが高く評価できる。「絆ネットワーク」対象の高齢者からの感謝の声はもちろんのこ
と、地域の一般の方から「自転車が倒れた際に生徒が自主的に助けてくれた」といった感謝の電話もあるとのことで、
取材時には多くの生徒から学校の敷地の内外で気持ちの良い挨拶で出迎えられたことも印象的であった。レスキュー
部への入部を希望して入学する生徒や、卒業後に消防団等に入って活躍する生徒もいるとのことであり、今後も世
代を超えて「防災」「地域貢献」「心の教育」につながる活動が続けられることが大いに期待される。
� 消防庁国民保護・防災部防災課 課長　天利 和紀 委員
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防災まちづくり大賞のこれからの課題

防災まちづくり大賞は、「ボランティア元年」と呼

ばれた阪神・淡路大震災の翌年に創設され、地域に

根ざした団体や組織による防災まちづくりに関する

優れた事例を表彰してきました。それを全国に紹介

し、30年間続けてきたことにより、他の地域におい

て参考になる数多くの「モデル」が生まれ、その共

有が進みました。日頃の地道な取り組みを表彰する

ことで、その活動の継続や地域の誇りの醸成に繋げ

てきました。それらが相まって、自治会や自主防災

組織をはじめ、学校や NPO、企業、行政など多様な

主体の連携を促進し、地域防災力の向上に大きな役

割を果たしてきました。

他方、阪神・淡路大震災以降、日本列島は地震が

活発な「活動期」に入ったと言われ、いつ大地震が

起きてもおかしくない状況にあります。加えて、地

球温暖化の影響で台風が大型化し、記録的な豪雨な

ど異常気象が常態化しています。さらに大きな問題

は、日本の総人口の減少と超高齢化が加速化し、支

援を要する人が増えるかたわら、支援を担う人が減

少して地域の防災態勢の劣化が進んでいることです。

地域社会のつながりが弱くなると、災害時に助け合

う関係が築きにくくなります。今後さらに高まるイ

ンバウンド需要に伴う外国人居住者の増加にも留意

しなければなりません。高齢者や障がい者に外国人

も加えた災害時の要配慮者は、そのニーズの多様性

を考慮すると、単に支援の受け手という視点だけで

は対応しきれない状況にあります。

これからは、こうしたますます厳しくなる状況下で、

災害を軽減するための取り組みを続けていかなくては

なりません。つまり、従来の防災の担い手の減少を前

提として、学校やNPO、企業との連携をさらに強めて、

新たな担い手の育成を図っていく必要があります。要

配慮者も防災の担い手・意思決定の主体として位置付

けて、いかに積極的な参加を促すかが問われるように

なります。防災教育・訓練を体験型に変えるゲーミフィ

ケーションの技術や人手不足を補うデジタル分野など

のテクノロジーの活用も不可欠です。

こうして考えると、防災まちづくり大賞も、従来

の防災まちづくりの枠組みを拡張して、福祉やデジ

タルなど他分野と連携し、「防災にも役立つまちづく

り」も積極的に評価していかなくてはならないでしょ

う。幅広いまちづくり分野からの応募を期待します。

防災まちづくり大賞選定
”委員会”委員長
山本 俊哉氏




